
担当部署名 担当課長名 松村一三

2091 1

（直近）

99.3%

1.35人 7,800 1.15人 6,240 1.30人 6,780 1.04 5,634 113.0%

0.70人 5,460 0.50人 3,900 0.50人 3,900 0.45 3,510 100.0%

0.65人 2,340 0.65人 2,340 0.80人 2,880 0.59 2,124 123.1%

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

105.7%

- 

- 

- 

105.7%

- 

23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） （H26）

（1） 団体 4 4 4 3 3

（2）

（3）

（4）

総合計画の施策名
事
務
事
業
名

(※) 第１期実施計画の事業名

財務会計上の事業名

(※) 第１期実施計画の
分類番号/事業番号/枝番号

市民生活部人権推進課人権尊重の推進

人権擁護団体補助事業

 会計区分（会計名を記入） （　　　              　　） （　　　              　　）

事 業 区 分

人権擁護団体補助事業

　　※総合計画第６章に係る事業は「池田市行財政改革推進プラン」による。

財務会計上の短縮番号 955

事 業 内 容 の 見 直 し

区　　　　　分
(決算）

人権を大切にするまちづくりの推進に関する条例

(予算）

世界人権宣言池田連絡会議への補助金の廃止/池田市人権協会への補助金の減額

指
標
値

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

8,414

単位内　　　　　　　　容

2,780

10,680

2,860

9,640

再任用短時間勤務職員

人  件  費  （人・千円）

一般財源

補助団体数

26年度の取組方針

選択の理由 補助団体数の減、及び補助金減額に取り組む

（参考）今後のアウトソーシング
　　　　 導入の可否

補助団体数の削減と補助金額減額に努力できた。更なる事業の検証をしつつ人権啓
発に邁進する。

成果の達成状況

３　成果の達成状況等

各団体の活動を継続して推進し発展させるべく適切に補助を
行っていくこと。

４　担当部長が考える今後の方向性・見通し
評価を踏まえた課題と対策

選択の理由 民間団体への補助であるため

（参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」

人権擁護団体

区　　　　　分

10,680

8,414
アルバイト

事務事業評価シート（２５年度実施事務事業）

１　事務事業の概要

(決算）

事　業　費（千円）

24 年度

2,880

事 業 の 対 象
 【誰（何）を】

団体が行う人権擁護・啓発事業(講演会、研修会、映画会等)の助成。
事 業 の 手 段

 【どうする（させる）ことで】

事 業 の 目 的
 【どのような結果を得るか】

正職員

任期付短時間勤務職員

※見直し内容を記入

非常勤職員

実 施 根 拠

※根拠となる法令の条項
   までを記入

受益者負担　Ｂ

事
業
コ
ス
ト
等

内
 

訳

財
 

源

国・府支出金

9,120

2,880

その他財源

  支  出  合  計　Ａ 9,120

啓発活動の推進を図り、市民の人権意識を高揚させる。

（昭和52　　年度　～　） 　（平成　　年度～平成　　年度）

(決算）

9,640

２　事業コスト・指標値の推移

実 施 期 間

23 年度 25 年度
H25/H24

平成　26　年度

26 年度

１　導入済 ２　事業の全てが可能 ３　事業の一部が可能 ４　不可能

１　事業内容・手法を改善 ２　現在の事業内容を継続 ３　事務事業を廃止

Ａ　目標に向かって順調に推移している Ｂ　目標に向かって順調に推移していない Ｃ　判断できない

投資的事業

実 施 未 実 施

国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続

サービス事業 定型事業プロジェクト事業

活動 成果

企業会計特別会計一般会計

活動

活動

活動

成果

成果

成果

国・府の制度

時　限



担当部署名 担当課長名 松村一三

2091 2

（直近）

93.4%

1.95人 11,010 1.90人 11,250 1.65人 9,930 2.30 15,000 86.8%

0.95人 7,410 1.05人 8,190 0.95人 7,410 1.60 12,480 90.5%

1.00人 3,600 0.85人 3,060 0.70人 2,520 0.70 2,520 82.4%

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

88.7%

63.0%

- 

- 

88.8%

- 

23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） （H26）

（1） 人 403 430 345 400 400

（2）

（3）

（4）

人  件  費  （人・千円）

再任用短時間勤務職員

12,277 10,889

非常勤職員

正職員

12,092

任期付短時間勤務職員

内
 

訳

12,038
その他財源

  支  出  合  計　Ａ

54国・府支出金 54
財
 

源

 会計区分（会計名を記入）

実 施 根 拠

※根拠となる法令の条項
   までを記入

(決算）

  （昭和 52 年度　～　）

事 業 の 手 段
 【どうする（させる）ことで】

事 業 の 目 的
 【どのような結果を得るか】

実 施 期 間

人権リーダー養成講座の開催など人権擁護啓発活動の実施とその内容の充実。

　（平成　　年度～平成　　年度）

24 年度

研修等への負担金及び啓発用図書等の減額

人権を大切にするまちづくりの推進に関する条例

２　事業コスト・指標値の推移
23 年度 25 年度

事務事業評価シート（２５年度実施事務事業）

１　事務事業の概要

(決算）

26 年度

（　　　              　　）

事 業 区 分

※見直し内容を記入

市民

(※) 第１期実施計画の事業名

886

15,886

34

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

一般財源

様々な人権問題に取り組み市民が参加しやすい啓発事業を推進すること。

成果の達成状況

３　成果の達成状況等

多様化する人権課題やひとり一人の人権意識を高めるため継続
して啓発事業を推進し発展を図ること。

４　担当部長が考える今後の方向性・見通し

事
業
コ
ス
ト
等

評価を踏まえた課題と対策

26年度の取組方針

選択の理由
研修会等の参加数については実施会場の収容人員により変動がある。事業目的は果たしているが手法を
改善する余地あり。

選択の理由

（参考）今後のアウトソーシング
　　　　 導入の可否

実行委員会形式での研修会の実施

（参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」

指
標
値

内　　　　　　　　容 単位区　　　　　分

研修会等の参加者

事 業 の 対 象
 【誰（何）を】

平成 26 年度

85210,85512,223

事 業 内 容 の 見 直 し

区　　　　　分

財務会計上の事業名

あらゆる差別の解消とすべての人の人権を大切にする意識の高揚

人権擁護啓発事業

　　※総合計画第６章に係る事業は「池田市行財政改革推進プラン」による。

H25/H24
(予算）(決算）

（　　　              　　）

1,027 959

受益者負担　Ｂ
34

1,082

アルバイト

事　業　費（千円）

財務会計上の短縮番号 950

総合計画の施策名
事
務
事
業
名

(※) 第１期実施計画の
分類番号/事業番号/枝番号

市民生活部人権推進課人権尊重の推進

人権擁護啓発事業

１　導入済 ２　事業の全てが可能 ３　事業の一部が可能 ４　不可能

１　事業内容・手法を改善 ２　現在の事業内容を継続 ３　事務事業を廃止

Ａ　目標に向かって順調に推移している Ｂ　目標に向かって順調に推移していない Ｃ　判断できない

投資的事業

実 施 未 実 施

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続 時　限

サービス事業 定型事業プロジェクト事業

活動 成果

企業会計特別会計一般会計

活動

活動

活動

成果

成果

成果



担当部署名 担当課長名 永井　明

2091 4

（直近）

202.0%

2.00人 7,200 2.00人 7,220 1.30人 5,870 1.30人 4,610 65.0%

0.60人 4,680 0.60人 4,680 0.60人 4,680 0.30人 2,340 100.0%

0.00人 0 0.00人 0 0.00人 0 0.30人 1,080 - 

0.00人 0 0.00人 0 0.00人 0 0.00人 0 - 

0.20人 480 0.20人 500 0.00人 0 0.00人 0 0.0%

1.20人 2,040 1.20人 2,040 0.70人 1,190 0.70人 1,190 58.3%

115.7%

113.7%

- 

138.6%

116.3%

- 

23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） （H26）

（1） ｋｗ 51,243 27,315 44,410 44,000 44,000

（2）

（3）

（4）

(※) 第１期実施計画の事業名

財務会計上の事業名

(※) 第１期実施計画の
分類番号/事業番号/枝番号

市民生活部人権文化交流センター

事 業 区 分

人権尊重の推進

人権文化交流センター管理・運営事業

人権文化交流センター管理事業 財務会計上の短縮番号 1070

総合計画の施策名
事
務
事
業
名

人権文化交流センター

センター設置目的（隣保館及び老人福祉施設）の達成と円滑な館運営を図る。

事 業 の 対 象
 【誰（何）を】

平成 25 年度

事 業 の 手 段
 【どうする（させる）ことで】

事 業 の 目 的
 【どのような結果を得るか】

実 施 期 間

事 業 内 容 の 見 直 し

　（平成　　年度～平成　　年度）

電気使用量

7,2047,8006,705

選択の理由

（参考）今後のアウトソーシング
　　　　 導入の可否

管理業務等は委託し、必要としない業務は廃止しているため。

指
標
値

区　　　　　分

（参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」

11583

単位

リニューアルを機に新規利用者が増加、定着し、広域的な人と人の交流が形成されており引き続き交流の
場を維持する。

内　　　　　　　　容

区　　　　　分

リニューアルによる施設のバリアフリー化で利用面が改善された。デマンド監視等を導
入したので、引き続き光熱水費の削減に努める。

成果の達成状況

３　成果の達成状況等

リニューアルによりエレベーター、自家発電装置などを設置したため電気
料金の増加が懸念されるが、入浴関係経費は削減が見込まれる。引き続
き全体的な光熱水費の削減を図る。

４　担当部長が考える今後の方向性・見通し
評価を踏まえた課題と対策

26年度の取組方針

選択の理由

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

一般財源

事務事業評価シート（２５年度実施事務事業）

(決算）

事　業　費（千円）

 会計区分（会計名を記入） （　　　              　　）

24 年度

(決算）

実 施 根 拠

※根拠となる法令の条項
   までを記入

２　事業コスト・指標値の推移

（　　　              　　）

ボイラーの廃止及び空調設備を個別化し管理経費を節減。

池田市立人権文化交流センター条例

  （昭和 48 年度　～　）

施設の維持・管理に伴う業務委託（清掃委託・設備保守点検委託・警備委託等）

※見直し内容を記入

(決算）

5,8055,597

H25/H24
(予算）

23 年度 26 年度

6,4622,874

25 年度

人  件  費  （人・千円）

事
業
コ
ス
ト
等

158
8,838

その他財源

受益者負担　Ｂ
財
 

源

国・府支出金

再任用短時間勤務職員

非常勤職員

アルバイト

正職員

12,797 10,094 11,675

3,306

108

任期付短時間勤務職員

11,072

3,760

  支  出  合  計　Ａ

3,7603,801

内
 

訳

１　導入済 ２　事業の全てが可能 ３　事業の一部が可能 ４　不可能

１　事業内容・手法を改善 ２　現在の事業内容を継続 ３　事務事業を廃止

Ａ　目標に向かって順調に推移している Ｂ　目標に向かって順調に推移していない Ｃ　判断できない

投資的事業

実 施 未 実 施

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続 時　限

サービス事業 定型事業プロジェクト事業

活動 成果

企業会計特別会計一般会計

活動

活動

活動

成果

成果

成果



担当部署名 担当課長名 永井　明

2091 4

（直近）

114.4%

2.50人 11,990 2.50人 12,050 2.20人 11,060 2.20人 8,540 88.0%

1.20人 9,360 1.20人 9,360 1.20人 9,360 0.60人 4,680 100.0%

0.00人 0 0.00人 0 0.00人 0 0.60人 2,160 - 

0.00人 0 0.00人 0 0.00人 0 0.00人 0 - 

0.60人 1,440 0.60人 1,500 0.00人 0 0.00人 0 0.0%

0.70人 1,190 0.70人 1,190 1.00人 1,700 1.00人 1,700 142.9%

92.4%

78.5%

- 

- 

97.8%

- 

23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） （H26）

（1） 人 8,514 3,894 10,528 11,000 11,000

（2）

（3）

（4）

リニューアルＰＲにより細河地域以外の市民利用が増加したが、まだ広く市民に施設が
知られていないので、今後も広報誌等を通じＰＲに努める。

リニューアルによって一層の利用者増を図る。

（参考）今後のアウトソーシング
　　　　 導入の可否

選択の理由 既に民間企業に入浴サービス実施の協力を得ているため。

４　担当部長が考える今後の方向性・見通し
評価を踏まえた課題と対策 （参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」

成果の達成状況

３　成果の達成状況等

指
標
値

区　　　　　分 内　　　　　　　　容 単位

26年度の取組方針

選択の理由
リニューアル１年目としては一定の成果を挙げており、引き続きセンター及び事業のＰＲによりサークル活
動、趣味の会の誘致を進める。

6,679

来館利用者数

一般財源 9,123 8,926 8,734

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

2,723
受益者負担　Ｂ

9,402

財
 

源

国・府支出金 3,133 3,471 2,723

  支  出  合  計　Ａ 12,256 12,397 11,457

397 862

人  件  費  （人・千円）

内
 

訳

正職員
再任用短時間勤務職員

任期付短時間勤務職員

非常勤職員

アルバイト

25 年度 26 年度
H25/H24

(決算） (決算） (決算） (予算）

事
業
コ
ス
ト
等

区　　　　　分
23 年度 24 年度

事　業　費（千円） 266 347

その他財源

２　事業コスト・指標値の推移

※根拠となる法令の条項
   までを記入

池田市立人権文化交流センター条例

実 施 期 間   （昭和 48 年度　～　） 　（平成　　年度～平成　　年度）

※見直し内容を記入 規則改正し、開館時間を予約のある場合は午後９時３０分までとし、アルバイトを１名削減。

実 施 根 拠

事 業 の 手 段
 【どうする（させる）ことで】

啓発・交流・情報発信などを行い、人権・福祉施設の拠点、地域のコミュニティセンターとしての運営を行
う。

事 業 内 容 の 見 直 し 平成 25 年度

（　　　              　　）

事 業 の 目 的
 【どのような結果を得るか】

センター設置目的（隣保館及び老人福祉施設）の達成と円滑な館運営を図り、利用者へ満足感の提供を
促進。

 会計区分（会計名を記入） （　　　              　　）

人権文化交流センター運営事業 財務会計上の短縮番号

事務事業評価シート（２５年度実施事務事業）

総合計画の施策名 人権尊重の推進 市民生活部人権文化交流センター

人権文化交流センター管理・運営事業
(※) 第１期実施計画の

分類番号/事業番号/枝番号

財務会計上の事業名

事 業 の 対 象
 【誰（何）を】

人権文化交流センター

事 業 区 分

1071

事
務
事
業
名

(※) 第１期実施計画の事業名

１　導入済 ２　事業の全てが可能 ３　事業の一部が可能 ４　不可能

１　事業内容・手法を改善 ２　現在の事業内容を継続 ３　事務事業を廃止

Ａ　目標に向かって順調に推移している Ｂ　目標に向かって順調に推移していない Ｃ　判断できない

投資的事業

実 施 未 実 施

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続 時　限

サービス事業 定型事業プロジェクト事業

活動 成果

企業会計特別会計一般会計

活動

活動

活動

成果

成果

成果



担当部署名 担当課長名 永井　明

2091 5

（直近）

286.6%

0.50人 2,210 0.50人 2,230 0.50人 2,070 0.50人 1,650 100.0%

0.20人 1,560 0.20人 1,560 0.20人 1,560 0.10人 780 100.0%

0.00人 0 0.00人 0 0.00人 0 0.10人 360 - 

0.00人 0 0.00人 0 0.00人 0 0.00人 0 - 

0.20人 480 0.20人 500 0.00人 0 0.00人 0 0.0%

0.10人 170 0.10人 170 0.30人 510 0.30人 510 300.0%

99.7%

84.2%

- 

- 

106.0%

- 

23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） （H26）

（1） 種類 3 3 7 7 7

（2） 回 50 30 90 90 90

（3） 人 270 166 933 1,000 1,000

（4）

1072

事務事業評価シート（２５年度実施事務事業）

総合計画の施策名 人権尊重の推進 市民生活部人権文化交流センター

事
務
事
業
名

(※) 第１期実施計画の事業名 人権文化交流センター講座・講習活動事業
(※) 第１期実施計画の

分類番号/事業番号/枝番号

財務会計上の事業名

事 業 の 目 的
 【どのような結果を得るか】

教養・文化を高めるとともに地域住民との交流を図る。

講座・講習活動事業 財務会計上の短縮番号

（　　　              　　）

事 業 の 対 象
 【誰（何）を】

市民及び周辺地域住民

事 業 区 分

事 業 の 手 段
 【どうする（させる）ことで】

講座・講習を開設

 会計区分（会計名を記入） （　　　              　　）

実 施 期 間   （昭和 48 年度　～　） 　（平成　　年度～平成　　年度）

※見直し内容を記入
新規講習・講座（ご近所お誘い講座、健康体操、新舞踊等）を企画、実行するとともに、市広報誌並びにホームペー
ジに掲載、また地域自治会でふらっとイケダだよりを回覧。

事 業 内 容 の 見 直 し 平成 25 年度

実 施 根 拠

２　事業コスト・指標値の推移

※根拠となる法令の条項
   までを記入

90 82

その他財源

25 年度 26 年度
H25/H24

(決算） (決算） (決算） (予算）

23 年度 24 年度

235 150

人  件  費  （人・千円）

内
 

訳

正職員
再任用短時間勤務職員

任期付短時間勤務職員

非常勤職員

アルバイト

事　業　費（千円）

1,800

財
 

源

国・府支出金 622 672 566

  支  出  合  計　Ａ 2,300 2,312 2,305

566
受益者負担　Ｂ

1,234

講座数

講座開催回数

一般財源 1,678 1,640 1,739

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

３　成果の達成状況等

指
標
値

区　　　　　分 内　　　　　　　　容 単位

事
業
コ
ス
ト
等

区　　　　　分

民主団体等の協力を得て新規講座・講習を開催し、多くの市民参加を得た。今後も市
民ニーズの把握に努めタイムリーな講座を企画するとともに、市民団体との連携を図
る。

講座の内容を再検討し、市域全体を視野に入れるとともに、幅広い年齢
層を対象とした企画を図る。

（参考）今後のアウトソーシング
　　　　 導入の可否

選択の理由 既に、ボランティア等の協力を得て活動しているため。

４　担当部長が考える今後の方向性・見通し

26年度の取組方針

評価を踏まえた課題と対策 （参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」

講座参加人数

選択の理由
２５年度は新規講座の開講など成果を挙げており、引き続き利用者が求める講座を開催するとともにＰＲ活
動を強化する。

成果の達成状況

１　導入済 ２　事業の全てが可能 ３　事業の一部が可能 ４　不可能

１　事業内容・手法を改善 ２　現在の事業内容を継続 ３　事務事業を廃止

Ａ　目標に向かって順調に推移している Ｂ　目標に向かって順調に推移していない Ｃ　判断できない

投資的事業

実 施 未 実 施

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続 時　限

サービス事業 定型事業プロジェクト事業

活動 成果

企業会計特別会計一般会計

活動

活動

活動

成果

成果

成果



担当部署名 担当課長名 松村一三

2092 1

（直近）

100.0%

0.65 4,320 0.65 3,810 0.55 3,240 0.70 4,410 84.6%

0.45 3,600 0.35 2,730 0.30 2,340 0.45 3,510 85.7%

0.20 720 0.30 1,080 0.25 900 0.25 900 83.3%

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

92.7%

112.3%

- 

- 

73.2%

- 

23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） （H26）

（1） 件 219 149 159 150 -

（2） 件 212 205 190 200 -

（3）

（4）

任期付短時間勤務職員

H25/H24

国・府支出金

その他財源

  支  出  合  計　Ａ

3,9194,478 2,870一般財源

市民

人権侵害等に対し迅速かつ適切な対応を図る。

事 業 の 対 象
 【誰（何）を】

4,802

3,891 3,608

(予算）

人  件  費  （人・千円）

7,810

正職員

非常勤職員

アルバイト

再任用短時間勤務職員

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

8,4108,320 7,240

4,3703,842
受益者負担　Ｂ

財
 

源

内
 

訳

事務事業評価シート（２５年度実施事務事業）

１　事務事業の概要

(決算）

事　業　費（千円）

24 年度

4,000 4,000 4,000

※見直し内容を記入

実 施 根 拠

区　　　　　分

多様化している相談事案に対応できるよう、相談員が研修を積むなど資質の向上をも
とめ、相談者の支援や他課との連携をはじめ、関係機関との協議など、課題解決のた
め取り組んでいく。

成果の達成状況

３　成果の達成状況等

多様化している相談事案に的確に対応できるよう、相談員と連携
を密にして、相談者の支援や他課との連携をはじめ、関係機関と
の協議など、課題解決のため取り組んでいく。

４　担当部長が考える今後の方向性・見通し
評価を踏まえた課題と対策

26年度の取組方針

選択の理由
広報誌等で周知を図り、広く利用者の人権救済に資するため、相談者に寄り添い、事案に対応できるよう
に展開する。

選択の理由

（参考）今後のアウトソーシング
　　　　 導入の可否

人権尊重の理念のもと、人権問題の解決に幅広く対応することが可能な池田市人権協会に委託し、事業の充実を図っている。

（参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」

指
標
値

相談員が時間外に対応できるよう予算化した。

人権を大切にするまちづくりの推進に関する条例

26 年度

(決算）

内　　　　　　　　容

人権相談の件数

単位

       総合生活相談の件数

23 年度 25 年度

事 業 内 容 の 見 直 し

区　　　　　分
(決算）

平成 23年度

※根拠となる法令の条項
   までを記入

２　事業コスト・指標値の推移

事
業
コ
ス
ト
等

4,000

事 業 の 手 段
 【どうする（させる）ことで】

事 業 の 目 的
 【どのような結果を得るか】

実 施 期 間

人権相談及び総合生活相談窓口の開設

　（平成　　年度～平成　　年度）  （平成 21年度　～　）

 会計区分（会計名を記入） （　　　              　　） （　　　              　　）

事 業 区 分

人権等相談事業

　　※総合計画第６章に係る事業は「池田市行財政改革推進プラン」による。

財務会計上の短縮番号 966

総合計画の施策名
事
務
事
業
名

(※) 第１期実施計画の事業名

財務会計上の事業名

市民生活部人権推進課人権尊重の推進

人権等相談事業
(※) 第１期実施計画の

分類番号/事業番号/枝番号

１　導入済 ２　事業の全てが可能 ３　事業の一部が可能 ４　不可能

１　事業内容・手法を改善 ２　現在の事業内容を継続 ３　事務事業を廃止

Ａ　目標に向かって順調に推移している Ｂ　目標に向かって順調に推移していない Ｃ　判断できない

投資的事業

実 施 未 実 施

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続 時　限

サービス事業 定型事業プロジェクト事業

活動 成果

企業会計特別会計一般会計

活動

活動

活動

成果

成果

成果


